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被
災
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
の
割
増
償
却
制
度
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
っ
た
上
、
そ
の
適
用

期
限
を
四
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関

す
る
法
律
第
一
一
条
の
二
、
第
一
八
条
の
二
及
び
第
二
六
条
の
二
関
係
）

対
象
と
な
る
特
定
激
甚
災
害
地
域
か
ら
認
定
復
興
推
進
計
画
に
定
め
ら
れ
た
復
興
居
住
区
域
を
除
外
す

る
。特

別
償
却
限
度
額
を
そ
の
普
通
償
却
限
度
額
に
次
に
掲
げ
る
被
災
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
の
区
分
に
応
じ

そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
償
却
割
合
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
と
す
る
。

イ

被
災
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
の
う
ち
そ
の
新
築
の
時
に
お
け
る
耐
用
年
数
が
三
五
年
未
満
で
あ
る
も
の

一
〇
〇
分
の
四
〇
（
平
成
三
一
年
四
月
一
日
以
後
に
取
得
又
は
新
築
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
一
〇

〇
分
の
二
〇
）（
改
正
前
一
〇
〇
分
の
五
〇
）

ロ

被
災
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
の
う
ち
そ
の
新
築
の
時
に
お
け
る
耐
用
年
数
が
三
五
年
以
上
で
あ
る
も
の

一
〇
〇
分
の
五
六
（
平
成
三
一
年
四
月
一
日
以
後
に
取
得
又
は
新
築
を
し
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
一
〇

〇
分
の
二
八
）（
改
正
前
一
〇
〇
分
の
七
〇
）

福
島
再
開
投
資
等
準
備
金
制
度
に
つ
い
て
、
適
格
分
割
に
よ
り
準
備
金
を
引
き
継
ぐ
等
の
措
置
を
講
ず
る
こ

と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一
八
条
の
八

及
び
第
二
六
条
の
八
関
係
）

特
定
の
資
産
の
譲
渡
に
伴
い
特
別
勘
定
を
設
け
た
場
合
の
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
全
部
取
得
条
項
付
種
類

株
式
の
端
数
処
理
、
株
式
併
合
の
端
数
処
理
及
び
株
式
売
渡
請
求
に
よ
り
対
象
法
人
が
他
の
法
人
と
の
間
に
完

全
支
配
関
係
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
こ
と
が
株
式
交
換
等
と
し
て
非
適
格
株
式
交
換
等
に
係
る
完
全
子
法
人
等

の
有
す
る
資
産
の
時
価
評
価
制
度
等
の
対
象
と
さ
れ
た
こ
と
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
東
日

本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
二
〇
条
及
び
第
二
八
条
関
係
）

当
初
申
告
の
確
定
申
告
書
等
に
適
用
金
額
を
記
載
し
た
場
合
等
に
限
り
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
制
度

の
う
ち
税
額
の
一
定
額
を
上
限
と
す
る
次
の
制
度
に
つ
い
て
、
納
税
者
の
立
証
す
べ
き
事
項
及
び
当
初
申
告
の

要
否
を
明
確
化
し
、
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
税
額
控
除
額
を
変
更
で
き
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
と
し

た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一
〇
条
の
二
〜
第
一

〇
条
の
三
の
三
、
第
一
七
条
の
二
〜
第
一
七
条
の
三
の
三
及
び
第
二
五
条
の
二
〜
第
二
五
条
の
三
の
三
関
係
）

復
興
産
業
集
積
区
域
等
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除

企
業
立
地
促
進
区
域
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除

避
難
解
除
区
域
等
に
お
い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除

復
興
産
業
集
積
区
域
に
お
い
て
被
災
雇
用
者
等
を
雇
用
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除

企
業
立
地
促
進
区
域
に
お
い
て
避
難
対
象
雇
用
者
等
を
雇
用
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除

避
難
解
除
区
域
等
に
お
い
て
避
難
対
象
雇
用
者
等
を
雇
用
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除

３

資
産
課
税

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
が
直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税

措
置
等
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
三
八
条
の
二
関
係
）

住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け
て
住
宅
用
家
屋
の
新
築
等
を
し
た
被
災
受
贈
者
が
、
当
該
贈
与
を
受
け

た
年
の
翌
年
三
月
一
五
日
後
遅
滞
な
く
そ
の
住
宅
用
家
屋
を
居
住
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
確
実
で
あ
る
と
見

込
ま
れ
る
こ
と
に
よ
り
本
制
度
の
適
用
を
受
け
た
場
合
又
は
同
日
ま
で
に
住
宅
用
家
屋
を
取
得
し
て
本
制
度

の
適
用
を
受
け
よ
う
と
し
て
い
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
住
宅
用
家
屋
が
災
害
に
よ
り
滅
失
等
を
し
た
こ
と

に
よ
っ
て
そ
の
居
住
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
と
き
は
、
居
住
要
件
を
免
除
す
る
。

住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け
て
住
宅
用
家
屋
の
新
築
等
を
し
た
被
災
受
贈
者
が
、
当
該
贈
与
を
受
け

た
年
の
翌
年
三
月
一
五
日
後
遅
滞
な
く
そ
の
住
宅
用
家
屋
を
居
住
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
確
実
で
あ
る
と
見

込
ま
れ
る
こ
と
に
よ
り
本
制
度
の
適
用
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
災
害
に
基
因
す
る
や
む
を
得
な
い
事
情

に
よ
り
そ
の
住
宅
用
家
屋
を
同
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
に
そ
の
居
住
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た

と
き
は
、
そ
の
居
住
期
限
を
当
該
贈
与
を
受
け
た
年
の
翌
々
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
。

贈
与
に
よ
り
金
銭
を
取
得
し
た
被
災
受
贈
者
が
、
そ
の
金
銭
を
住
宅
用
の
家
屋
の
新
築
等
の
対
価
に
充
て

て
新
築
等
を
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
災
害
に
基
因
す
る
や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り
当
該
贈
与
を
受
け
た

年
の
翌
年
三
月
一
五
日
ま
で
に
新
築
等
が
で
き
な
か
っ
た
と
き
で
あ
っ
て
も
、
当
該
贈
与
を
受
け
た
年
の

翌
々
年
三
月
一
五
日
ま
で
に
新
築
等
を
し
た
と
き
は
、
本
制
度
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す

る
。

金
融
機
能
の
強
化
の
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
変
更
後
の
経
営
強
化
計
画
に
基
づ
き
行

う
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大

震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
四
一
条
の
二
関
係
）

一
六

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
た
め
の
施
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
関
す
る
特
別
措
置
法

の
一
部
改
正
関
係

外
国
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
適
用
金
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
控
除
対
象
外
国
所
得
税
等
の
額
を
納
税
者
の

立
証
す
べ
き
事
項
と
し
て
明
確
化
す
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
た
め
の
施
策
を
実
施
す
る
た

め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
一
四
条
関
係
）

一
七

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
八
年
法
律
第
一
五
号
）
の
一
部
改
正
関
係

特
定
非
常
災
害
と
し
て
指
定
さ
れ
た
非
常
災
害
の
被
災
者
で
あ
る
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
（
基
準
期
間
に
お
け

る
課
税
売
上
高
が
一
、
〇
〇
〇
万
円
以
下
で
あ
る
者
に
限
る
。）が
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
の
取
消
し
を

求
め
る
旨
の
届
出
書
等
を
国
税
庁
長
官
が
定
め
る
日
ま
で
に
税
務
署
長
に
提
出
し
た
場
合
に
は
、
当
該
届
出
書
等
を

提
出
し
た
日
の
翌
日
に
、
当
該
登
録
は
、
そ
の
効
力
を
失
う
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

第
一
〇
条
関
係
）

一
八

そ
の
他

１

検
討

酒
税
の
税
率
の
段
階
的
な
改
正
に
つ
い
て
は
、
そ
の
都
度
、
経
済
状
況
を
踏
ま
え
、
酒
税
の
負
担
の
変
動
が
家

計
に
与
え
る
影
響
等
を
勘
案
し
て
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要

の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
四
二
条
関
係
）

２

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
体
制
の
充
実
及
び
運
営
の
改
善

を
図
る
た
め
の
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
の
学
級
編
制
及

び
教
職
員
定
数
の
標
準
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
（
法
律
第
五
号
）（
文
部
科
学
省
）

一

公
立
義
務
教
育
諸
学
校
の
学
級
編
制
及
び
教
職
員
定

数
の
標
準
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

１

公
立
の
小
学
校
、
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
並

び
に
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
の
教
職
員
定
数
の

標
準
の
改
正

教
頭
及
び
教
諭
等
の
数
に
つ
い
て
、
小
学
校
（
義

務
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
。）又
は
中
学
校

（
義
務
教
育
学
校
の
後
期
課
程
及
び
中
等
教
育
学
校

の
前
期
課
程
を
含
む
。）の
児
童
又
は
生
徒
の
数
、
障

害
に
応
じ
た
特
別
の
指
導
が
行
わ
れ
て
い
る
児
童
又

は
生
徒
の
数
、
日
本
語
を
理
解
し
、
使
用
す
る
能
力

に
応
じ
た
特
別
の
指
導
が
行
わ
れ
て
い
る
児
童
又
は

生
徒
の
数
及
び
初
任
者
研
修
を
受
け
る
者
の
数
に
応

じ
て
新
た
に
教
員
の
数
を
算
定
す
る
も
の
と
し
た
。

（
第
七
条
第
一
項
第
四
号
〜
第
七
号
関
係
）

２

公
立
の
特
別
支
援
学
校
の
小
学
部
及
び
中
学
部
の

教
職
員
定
数
の
標
準
の
改
正

教
頭
及
び
教
諭
等
の
数
に
つ
い
て
、
日
本
語
を
理

解
し
、
使
用
す
る
能
力
に
応
じ
た
特
別
の
指
導
が
行

わ
れ
て
い
る
児
童
及
び
生
徒
の
数
並
び
に
初
任
者
研

修
を
受
け
る
者
の
数
に
応
じ
て
新
た
に
教
員
の
数
を

算
定
す
る
も
の
と
し
た
。（
第
一
一
条
第
一
項
第
五
号

及
び
第
六
号
関
係
）

３

共
同
学
校
事
務
室
に
係
る
教
職
員
定
数
の
算
定
に

関
す
る
特
例

教
職
員
定
数
の
算
定
に
関
す
る
特
例
に
四
の
１
の

共
同
学
校
事
務
室
が
置
か
れ
て
い
る
場
合
を
追
加
す

る
も
の
と
し
た
。（
第
一
五
条
第
五
号
関
係
）

二

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
法
の
一
部
改
正
関
係

学
校
生
活
へ
の
適
応
が
困
難
で
あ
る
た
め
相
当
の
期

間
学
校
を
欠
席
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
児
童
又
は
生

徒
に
対
し
て
特
別
の
指
導
を
行
う
た
め
の
教
育
課
程
及

び
夜
間
そ
の
他
特
別
の
時
間
に
お
い
て
主
と
し
て
学
齢

を
経
過
し
た
者
に
対
し
て
指
導
を
行
う
た
め
の
教
育
課

程
の
実
施
を
目
的
と
し
て
、
都
道
府
県
立
の
義
務
教
育

諸
学
校
に
配
置
さ
れ
る
教
職
員
の
給
与
及
び
報
酬
等
に

要
す
る
経
費
を
国
庫
負
担
の
対
象
に
加
え
る
も
の
と
し

た
。（
第
二
条
第
三
号
関
係
）
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